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要旨：本研究は，既往の研究の中で提案された，部材の損傷に基づいた部材の残存耐震性能評価

法，即ち，最大残留ひび割れ幅から部材の残存耐震性能を評価する方法の検証を目的としている。

部材プロポーションと変形性能をパラメータとしたせん断破壊型の RC 造柱試験体を作成し，正

負繰返し載荷実験を行った。既往の残留ひび割れ幅と変形関係のモデル化についての検討を行い，

被災度区分判定基準で提案されている残存耐震性能評価法を，実験結果に基づき検証した。 
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1 はじめに 

 地震被害を受けた RC 造建物の余震に対する安

全性の判定や，復旧計画の立案などに際して，被

災後の構造物に残存する耐震性能を正確に評価す

ることが重要である。文野・前田ら 1),2)は，RC 造

建物の被災度を被災後の残存耐震性能に基づいて

評価することを提案し，部材の静的実験から部材

の残留ひび割れ幅（損傷度）と残存エネルギー吸

収能力の関係を定量化した。文野・前田らの提案

は，日本建築防災協会「震災建築物の被災度判定

基準及び復旧技術指針」（以下，被災度区分判定基

準）3）において採用されている。文野，前田らは，

部材の変形を曲げとせん断の２種類の成分に大別

し，それぞれの成分について，曲げ，せん断ひび

割れ幅から成分別に変形（部材角）を求めるため

のモデル化を行い 1)，柱部材の静的漸増載荷実験

結果からその検証を行った 2)。しかしながら，文

献 2)の検証に用いた試験体は，曲げ，せん断ひび

割れよりもむしろ主筋に沿った付着割裂ひび割れ

が卓越して進行し，破壊に至ったため，せん断ひ

び割れによる損傷と耐震性能低下の関係の検討が

必ずしも十分には行われていない。そこで本研究

では最終的にせん断破壊する柱部材を含めた柱試

験体の静的漸増載荷実験を行い，残留ひび割れ幅

と部材変形の関係のモデル化について検討を行っ

た。また，被災度区分判定基準 3)で提案されてい

る損傷度（残留ひび割れ幅などの損傷に基づいて

Ⅰ～Ⅴに区分される）と残存耐震性能の関係の妥

当性を検証する。 

 

2 実験概要 

2.1 試験体 

 静的漸増載荷実験に用いる試験体は，RC 造建

物の柱部材を想定し，ほぼ実大で，断面寸法は全

試験体共通で 400mm×400mm とし，横補強筋比

pwと部材の内法高さLをパラメータとした４種類

の試験体を製作した。断面を図－１に，試験体の

一覧を表－１に示す。また，コンクリートおよび

鉄筋の特性を表－２及び表－３に示す。 

 
表－１ 試験体一覧 

b×D：幅×せい(mm)  L：内法スパン(mm)  
pt：引張鉄筋比(%) pw：横補強筋比(%) 

 

 b×D(mm) L(mm) 主筋 pt(%) 横補強筋 pw(%)

S2-1 1600 10-D16 0.50 2-D6@160 0.10
S2-2 1600 10-D16 0.50 2-D6@80 0.20
S2-4 1600 10-D16 0.50 4-D6@80 0.40
S1-4

400 
×400 

 800 10-D16 0.50 4-D6@80 0.40
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図－１ 試験体断面（単位 mm） 

表－２ コンクリートの力学的特性 
試験体 σB(MPa) εcu(%) EC(GPa)

S2-2 28.7 0.21 27.4 
S2-1,S2-4,S1-4 30.4 0.20 29.6 

表－３ 鉄筋の力学的特性 
鉄筋 σy(MPa) εy(%) 

主筋(D16) 389.5 0.21 
せん断補強筋(D6) 420.3 0.25 

 

2.2 加力方法 

 加力には図－２に示したような加力装置を用い

た。図中の鉛直ジャッキにより上下スタブの平行

を維持しながら定軸力 900(kN)（軸力比η=0.2）を

載荷すると同時に，水平ジャッキによってせん断

力を載荷した。せん断力の載荷は，変位制御によ

って行い，部材角±1/400 を１サイクル，±1/200，

±1/100，±67，±1/50，±1/33，±1/25 を２サイ

クルずつ行い，せん断破壊による急激な耐力低下

が認められた時点，または，耐力が最大耐力の

50％程度に低下した時点で加力を終了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 加力装置 

 

3 実験結果 

3.1 荷重変形関係 

 各試験体のせん断力と水平変形関係を図－３に

実験結果一覧を表－４に示す。図中に，RC 規準

による曲げ降伏時せん断力計算値 Qycal（破線）と

0.8Qmax（Qmax：最大耐力実験値）（鎖線）を併せて

示した。なお，Qycal の算定は，材料試験値を用い

て行った。 

表－４ 実験結果一覧 
試験体 ± Qy Qmax Ry Rma Ru μmax

S2-1
 

＋

－

330 
-321

355 
-353

0.63 
-0.57 

1.3 
-1.0 

2.0 
-2.0 

3.2 
3.5 

S2-2
 

＋

－

321 
-313

346 
-347

0.63 
-0.61 

1.0 
-1.0 

3.0 
-3.0 

4.8 
4.9 

S2-4 ＋

－

318 
-298

334 
-337

0.60 
-0.60 

1.5 
-1.5 

4.0 
-4.0 

6.7 
6.7 

S1-4 ＋

－

― 
― 

598 
-579

― 
― 

0.8 
0.5 

1.2 
-1.2 

― 
― 

Qy:  降伏荷重(kN)，Qmax: 最大耐力(kN)， Rmax: 最大耐力時部材角(%)， 
Ry : 降伏時部材角(%)（引張主筋の半数程度が降伏ひずみに達し，荷重

―変形曲線で明瞭な剛性低下が生じた部材角），Ru: 限界部材角(%)（荷

重が 0.8 Qmaxを維持できなくなる部材角），μmax: 終局塑性率(＝Ru／Ry) 

 

3.2 破壊経過 

 試験体 S2-1,S2-2,S2-4 は，R=±1/400 サイクルで

曲げ，せん断ひび割れが発生し，R=±1/100 サイ

クルの途中，変位が±10mm 程度に達した付近で

主筋が引張降伏した。主筋降伏後，S2-1,S2-2 は±

1/100 サイクルで，S2-4 は±1/67 サイクルのピー

ク時に最大耐力 Qmaxに達した。各試験体とも，±

1/100 サイクル以降は，危険断面付近のコンクリー

ト圧壊が徐々に進行した。 

 S2-1 試験体は，－1/50 の 2 回目サイクルで部材

角が－1/50 に達する直前に，部材の対角線上に幅

1.5mm 程度のせん断ひび割れが一気に開き，軸力
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図－３ 荷重変形関係 

(a) S2-1, S2-2 (b) S2-4, S1-4 
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が保持できなくなり耐力低下してせん断破壊した。 

 S2-2 試験体は，±1/33 の１回目サイクルにおい

て，部材角が-2.5%付近で柱頭ヒンジ領域のせん断

補強筋が破断し，その部分のせん断ひび割れが急

激に開き，せん断破壊した。 

 S2-4 試験体は，+1/25 サイクル（１回目）で耐

力が最大耐力の 80%程度まで低下し, －1/25 サイ

クル(１回目)において，変位ピーク点付近で柱頭

ヒンジ領域のせん断ひび割れが開き，直後にその

付近の主筋が座屈して，軸力が保持できなくなり

破壊した。 

S1-4 試験体は，±1/400 サイクルにおいて，幅

0.4mm 程度のせん断ひび割れが生じた（同サイク

ルで他の 3 体はひび割れ幅 0.1mm 以内）。部材角

0.5％付近で，せん断補強筋が次々と降伏した。

+1/100 サイクル（1 回目）において，部材角 0.8%

付近で最大耐力に達した時点でせん断ひび割れが

大きく開き，損傷が急激に進行し，耐力が低下し

た。±1/67 サイクル（1 回目）で耐力が最大耐力

の 50%程度に低下しているのを確認し，正方向に

加力してせん断破壊させた。なお，加力終了まで

主筋は降伏しなかった。 

3.3 最大残留ひび割れ幅の推移 

 各サイクルのピーク時と除荷時に，部材側面に

発生したひび割れの幅を，クラックスケールを用

いて目視により計測した。曲げひび割れ幅はひび

割れの最外縁の幅を，せん断ひび割れはそのひび

割れの最大幅を計測した。図－４に，各試験体の

除荷時（せん断力=0 の時点）における最大残留ひ

び割れ幅と，経験最大部材角（ピーク時の部材角）

の関係を示す。主筋降伏後は，曲げひび割れ幅は

概ね部材角に比例して増加するが，せん断ひび割

れ幅は，部材角の増大に従いの増加の割合が大き

くなり，最終的にせん断破壊が発生する時点で急

激に大きくなる傾向にある。 

 

4 残存耐震性能評価法 

文野ら 1),2)は，梁部材の静的漸増載荷実験を行い，

図－５に示すように，荷重－変形関係包絡線に基

づき部材の全エネルギー吸収能力に対する，損傷

時に残存するエネルギー吸収能力の割合を，耐震

性能低減係数ηと定義した。また，部材の残留変

形を曲げ，せん断変形成分に分離し，それぞれの

残留ひび割れの幅との関係を図－６のような簡略

なモデル化により定式化した。 

曲げひび割れと曲げ変形成分 Rfの関係は，図－

６(a)のように部材を危険断面のみにひび割れが

生じる剛体とみなすことにより定式化できる。す

なわち，部材の上端面あるいは下端面での曲げひ

び割れの幅の材軸方向への合計∑Wf により部材
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図－４ 最大残留ひび割れ幅の推移 
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図－５ 耐震性能低減係数ηの定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 部材変形のモデル化 
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には軸方向伸び変形が生じ，これにより図－６(a)

のように中立軸の位置を中心とした回転変形が生

じると考えると，ひび割れ幅と曲げ変形成分の関

係は，式(1)で評価できる 1)。ただし，ここで，最

大曲げひび割れ幅を maxWf ，maxWf に対する∑Wf

の比を nfとする。 

n

ff

n

f
f xD

Wn
xD

W
R

−

⋅

−
max

＝
Σ

＝       (1) 

ここで，D：部材せい，xn：圧縮縁から中立

軸までの距離 

せん断ひび割れとせん断変形成分 Rs の関係も，

曲げと同様に図－６(b)のようなモデルにより定

式化できる。せん断ひび割れの幅の合計∑Wsによ

り部材には変形∑Ws･cosθ が生じ，せん断変形成

分は式(2)で評価できる 1)。ただし，最大せん断ひ

び割れ幅 maxWs ，maxWs に対する∑Ws の比を ns と

する。 

L
Wn

L
W

R sss
s

θθ coscos max ⋅⋅⋅
＝

Σ
＝   (2) 

L：部材内法スパン，θ：せん断ひび割れと材

軸のなす角度。 

 部材角 R は，曲げ変形成分 Rfとせん断変形成分

Rsの合計であるので， 

L
Wn

xD
Wn

RRR ss

n

ff
sf

θcosmaxmax ⋅⋅
+

−

⋅
+= ＝   (3) 

ここで，部材角 R 対する曲げ変形 Rfの割合を

αとする。 

R
R f=α              (4) 

 式(1)～(4)を整理すると，曲げおよびせん断の最

大ひび割れ幅 maxWf ，maxWsと部材角 R の関係は式

(5)および式(6)となる。 

  ( )n
f

f xDR
n

W −⋅⋅= α1
max      (5) 

  
( ) LR

n
W

s
s ⋅⋅

−
=

θ
α

cos
11

max      (6) 

以上より，式(5)および式(6)の nf，ns，及び，α

を適切に評価することができれば，部材角 R と最

大ひび割れ幅（maxWf，maxWs）の関係が求められる。 

文野らは，以上のモデルから簡略に最大残留ひ

び割れ幅と部材角の関係の評価を行っている。そ

の際の各定数は，実験結果を参考に、ひび割れ幅

の集中度を表す係数 nf =2，ns =4，曲げ変形の割合

α=0.75，せん断ひび割れの角度θ=45°，復元力

モデルの除荷時剛性低下係数γ=0.8 と設定し，ま

た，簡単のために中立軸の距離 xn =0 としている

1)。この方法による経験最大部材角 Rmax と最大ひ

び割れ幅（maxWf，maxWs）の関係計算値と実験値の

比較を，文野らの実験 2)も含めて図－７に示す。 
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(a) 文野らによる柱部材実験 
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(b) 本研究の柱部材実験 

図－７ 既往のモデルによる 
残留ひび割れ幅と部材変形の関係 

 

図－7 に示したように，文野らの用いた方法に

より求めた残留ひび割れ幅 maxWf，maxWs の計算値

と実験値とを比較すると，その精度は高いとは言

い難い。 

曲げ・せん断ひび割れの本数 nsや，曲げ変形成

分の割合αは，部材の変形のレベル，せん断耐力

と曲げ耐力の比，部材のプロポーションなどによ

り影響されると考えられるが，文献 1),2)では必ず

しも十分には検討されていない。そこで，以下で

はモデル化の各定数について検討する。 
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5 残存耐震性能評価モデルの検証 

5.1 ひび割れ幅の集中度を表す係数 nf及び ns 

本研究における各試験体の各サイクル除荷時に

おける，最大残留曲げ，せん断ひび割れ幅に対す

るそれぞれの残留ひび割れ幅合計値の比 nf，ns を

図－8 に示す。nf，ns値ともにばらつきが大きいが，

nf は全試験体ともに概ね 1～2 程度と文献 1)，2)

の結果とほぼ同様であり，nsは 2～3 程度であった。

また，せん断補強筋比 pwの小さい S2-1，せん断ス

パンの短い S1-4 では nsは 2 程度であり S2-2，S2-4

よりもせん断ひび割れが分散せず集中して発生す

る傾向がみられた。 

0 1 2 3 40

1

2

3

4

5

ns

Rmax(%)

S2-1
S2-2
S2-4
S1-4

0 1 2 3 40

1

2

3

4

5

Rmax(%)

nf

 
図－８ ひび割れ幅の集中度 nf，nsと部材角 

 

5.2 除荷時剛性低下係数γ 

図－９に実験での最大部材角 Rmax（各サイクル

ピーク時の部材角）と残留部材角 R0（除荷時の部

材角）の関係を示す。図中の破線は，TAKEDA モ

デル 4)で除荷時剛性低下係数γを種々変化させた

ときの解析値である。これによると S2-1，S2-2，

S2-4 は除荷時剛性低下係数γ=0.9 に，S1-4 がγ

=0.6 に対応している。 
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図－９ 最大部材角 Rmaxと残留部材角 R0の関係 

 

5.3 最大部材角 Rmax－残留ひび割れ幅関係 

 以上の結果に基づき，本実験に対して前述の文

野らのモデルの各定数を表－５のように修正した。 

 表－５で，ひび割れ幅の集中度を表す係数 nf，

ns は，5.1 で述べた図－８の実験結果から，nf=1.5

（全試験体共通），ns=3.0（S2 シリーズ），=2.0(S1-4)

とした。除荷時剛性低下係数γは，5.2 で述べた図

－９に基づきγ=0.9（S2 シリーズ），γ=0.6（S1-4）

と設定した。 

 曲げ変形の割合αについては，本実験の結果で

は値のばらつきが大きいが，概ね 0.9～0.7 程度で

あった。前述の文野らのモデル化では，変形レベ

ルにかかわらずα=0.75 で一定としているが，本

研究で対象としているせん断破壊型の部材では，

変形の増加とともにせん断変形成分が徐々に卓越

することが考えられるので，曲げ降伏点までをα

=0.9，曲げ降伏以降は塑性変形に比例して低下し，

せん断破壊発生点（終局塑性率μmax に達する時

点）でα=0.5 となると仮定した。終局塑性率μmax

は，表 4 に示した実験結果に基づき，S2-1，S2-2，

S2-4，S1-4 に対してそれぞれμmax＝3.0，5.0，7.0，

1.5 とした。また，中立軸位置 xn は曲げ解析によ

る降伏時の値（xn=0.27D）とした。 

 
表－５ 解析モデルに用いた各定数の一覧 

 
 以上のように修正した各定数を用いて求めた最

大経験部材角 Rmaxと最大残留ひび割れ幅 maxWf（曲

げ），maxWs（せん断）の関係を図－10 に示す。（な

お，図－10(a)の文野らの実験については，αは表

－5により，他の定数は 4章の設定のままとした。）

ここで示した方法による残留ひび割れ幅の計算値

は，評価式中の nf，ns，αなどの定数の設定や，

計算結果の精度には不十分な点もあり，精度が高

いと言えないまでも，文野らが用いた既往のモデ

ル 1),2)に比べ，せん断破壊時のせん断ひび割れの進

行が評価できている。 

 柱部材の解析値（図－10(b)）において，実験値

よりも残留ひび割れ幅が大きく評価される傾向が

あるが，これは，柱部材においては軸力の作用に

試験体 nf ns α µmax γ 
S2-1 3.0 
S2-2 5.0 
S2-4 

 
3.0

7.0 

 
0.9 

S1-4 

 
1.5

2.0

0.9～0.5 
（塑性変形

に比例して

減少） 
1.5 0.6 
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より，除荷時にひび割れが閉じてしまうため，軸

力が作用しない梁部材に比べ，ひび割れ幅が小さ

くなることも影響していると考えられる。 
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(a) 文野らによる柱部材実験 
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(b) 本研究の柱部材実験 

図－10 修正したモデルによる 
残留ひび割れ幅と部材変形の関係 

 

5.4 被災度区分判定基準によるηの検証 

図－11 に建築防災協会の「被災度区分判定基

準」の定義 3)（図－５）に基づいて本実験の荷重

－変形曲線の包絡線から求めた各損傷度における

耐震性能低減係数ηを示す。また，図中には，同

基準に示されている，せん断，曲げ部材の各損傷

度に対するηの値（表－６）を併せて示した。図

に示したように，降伏前にせん断破壊した試験体

S1-4，及び，降伏後比較的早期にせん断破壊した

S2-1，S2-2 は同基準のせん断部材の数値に，最も

靭性に富む試験体 S2-4 は曲げ部材に概ね対応し

ている。ただし，実験値が同基準の数値をやや下

回る場合もあるので，被災度区分判定基準による

地震被災建物の残存耐震性能評価は，やや危険側

になる場合もあることに注意が必要で，更なるデ

ータの蓄積，検討が必要と考えられる。 
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図－11 耐震性能低減係数ηの実験値と 

  被災度判定基準の比較 
表－６ 被災度判定基準の耐震性能低減係数η3) 

損傷度 ひび割れ幅などの損傷 せん断 曲げ

0 なし 0.95 0.95 
Ⅰ 0.2mm 以下 0.95 0.95 
Ⅱ 0.2～1mm 0.6 0.75 
Ⅲ 1～2mm 0.3 0.5 
Ⅳ 2mm を超える 0.1 0.1 
Ⅴ 鉄筋破断，軸縮み etc 0 0 

 
6 まとめ 

 部材の塑性変形能力をパラメータとした，柱部

材試験体 4 体の静的漸増載荷実験の結果から，既

往の残留ひび割れ幅評価モデル及び残存耐震性能

評価法の検証を行った。 

 文野らの用いた簡略な部材変形－ひび割れモデ

ルに対して，本研究の実験結果を考慮してひび割

れ幅の集中度を表す係数 nf，ns，や曲げ変形の割

合αなどの各係数を修正した結果，経験最大部材

角 Rmax と残留最大ひび割れ幅 maxWf ，maxWs の関係

の評価精度が向上した。 

 被災度区分判定基準で提案されている耐震性能

低減係数ηは，やや危険側の評価もあるが，概ね

実験値と良い対応を示した。 
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